
款 7 項 1 目 1 事業 1

係名 枝番号

52

27 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 回

② 項目

③ 人

④ 件

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 5.40 0.00 5.15 0.00 5.49 0.00 5.15 0.00 5.58 0.00 5.15 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

70,093

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

50,000

0 0

0

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 教育施策の執行体制の確保

対象

区内在住・在勤・在学者、学校関係者、学校、教育施設

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○教育委員会の審議等を経て、杉並らしい特色ある教育施策を実
施し、教育内容のさらなる充実を図る。
○教育委員会の取組みや学校の教育活動等に関する情報を、児
童・生徒、保護者、多くの区民に周知する。

教育委員会の開催回数

教育委員会ホームページ更新項目数

活動指標名（式）

0

71,569

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

2,868,792

国からの
補助金等

2,752,654

0

財
源

0

人
件
費

48,924

0

70,09368,918総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

21,39023,022

0

47,071

2,865

0

2,422

50,499

68,918

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

71,569

2,920,542

0

その他の
補助金等

69,932

21年度
計画

23

50,179

0

69,932

単位
18年度

実績 計画

12.0

計画

24

360

実績

353

28

360

実績

24

活動指標（2）

成果指標（2） 20,727

成果指標（1） 7.2

40,000

5.0

385414

12.0

20,678

98.1

87.4

30.215,118 40,000 40,000 37.8

12.07.7 55.0

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局庶務課担当部課名 540

杉並区教育委員会の運営 459

0

3,144 2,930

20年度予算執行率％22,243

88.3

24

22年度

目標値

400

116.7

46,608

0

0

1603

19,433

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

教育委員会ホームページアクセス数

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

2,996,435

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

2,652

事業費 19,994

職員数 (常勤｜非常勤)

68,851

0.0

0 0

0.0

68,124

0

360

14.0

0

46,608

2,426

64.2

21,516

0.0

2,497,571 2,838,500

68,851 68,124

0

（代）教育委員会１回あたりの傍聴者数

19年度

26

0

0 特記事項

0

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育
委員会の運営を行う。
○教育報や教育委員会ホームページ等を活用し、教育施策等に
関する情報を積極的に発信する。
○文化活動で特に優秀な成績を修めた児童・生徒や、他の模範と
なる教職員の表彰を行う。

予算事業区分

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

杉並区教育報発行要綱

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

活動指標（1）

秘密会を除く

24

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度

の達成率％

116.7

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

人

回

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

事
業
環
境
の
変
化

　２０年度は、「杉並区教育ビジョン推進計画」の改訂のほか、 「教育基本条例等」の制定に向けた取組みや、「学
校適正配置基本方針」の改定など、今後の杉並の教育の土台づくりについても一定の前進を図ることができまし
た。今後、さらに「杉並区教育ビジョン」の実現に向けた集大成の取組等を着実に進めるため、教育委員会におい
て、これまでの以上に活発な議論を行っていく必要があります。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

663
2,428

394

整理番号

事業費（千円）

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化

1,853
4

459

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

「すぎなみ教育報」の印刷・発行等経費

教育委員会ホームページ維持管理委託経費

内　　　容

基本的に必要最小限の経費としており、大幅なコスト削減の余地はないものと考え
ます。

14,0955

　２０年度は、教育委員会において、「杉並区教育ビジョン推進計画（平成２０～２２年度）」や「学校適正配置基本
方針」の改定を行うなど、今後の教育施策を推進する上で、重要な計画・方針を決定しました。

教育委員会は、教育施策の基本方針を定めることなど、大きな役割を担っていま
す。

広報活動については、教育施策の概要や学校の教育活動を、より適切かつわかり
やすく伝えるよう創意工夫に努め、成果の向上を図っていきます。

　教育施策全般のほか、教科書採択に関して、意見・要望が寄せられています。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」及び「学校教育法」の改正（１９年６月）など、教育を取り巻く環境
は大きく変化しています。
　また、小学校では２３年度から、中学校では２４年度から「新学習指導要領」が完全実施されます。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

教育委員会の運営経費は人件費及び管理的経費が主であり、事業全体としても前年度と同程度の事業費を予定しています。

教育委員会運営（委員報酬、旅費等）

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 学校文化栄誉顕彰、教職員表彰経費

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

杉並の目指す教育、教育改革の方針を示した「杉並区教育ビジョン」は、２２年度を目標年次としており、２３年度
以降の新たな展開に向けて必要な取組みを進めていきます。

教育委員会の運営経費や、無償で提供されるべき教育行政に関する広報経費に
ついて、受益者負担は適していません。

教育行政の調査研究（調査研究図書費等）

(2)協働等の相手

教育委員会全体の問題として、プロジェクトチームによる検討を進めていきます。

(4)協働等の今後のあり方

教育報については、レイアウトの変更を行うとともに、写真・図表・イラストを効果的に行うなど、内容の充実を図りました。また、学校の教育活
動など適宜更新し、タイムリーな情報提供に努めました。

教育委員会ホームページについて、この間の取組みや今後の教育施策の動向等を踏まえ、アクセス数の増加に資するよう、レイアウトやコ
ンテンツの構成・掲載内容を検討していきます。

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

一部実現している 企業・個人事業者（(3)へ）

委託 [業務量の50%未満に相当] 推進

増 現状維持 減増 現状維持 減



款 7 項 1 目 2 事業 1

係名 枝番号

52

27 年度 分野
政策
番号

施策
番号

事業
コード

(1)

(2)

(1)

(2)

① 項目

②

③ 施設

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 2.28 0.00 2.05 0.00 2.30 0.00 2.15 0.00 3.00 0.00 2.85 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

活動指標（1） 14

算定式・指標
の説明等

計画に対す
る20年度

の達成率％

66.7

区分
20年度 目標値に対

する20年度
の達成率％

指
標

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○教育委員会事務局内の予算決算の調整、職員の旅費の
支給、消耗品の購入等を適切に行う。
○すべての教育機関においてＩＳＯ１４００１を適切に運用管
理する。

予算事業区分

杉並区教育委員会事務局処務規則

杉並区立教育機関環境マネジメントシステム規程

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

0

0

環境目標のうち省エネ（電気量）項目を達成し
た施設数

19年度

10

0

0

0 特記事項

0

4,001,800 2,928,143

34,588

0

40,994

0

0

105

0

  活動指標のうち、環境目標が「１
５」から「１４」に変更したのは、杉並
区立教育機関環境マネジメントシ
ステム手順書の改定（２１年４月）に
よるものです。25,793

1,313

49.5

15,201

0.0

34,588

0.0

0 0

0.0

40,994

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

3,292,100

0.0

（内）投資的経費等

（内）委託費

0

791

事業費 12,264

職員数 (常勤｜非常勤)

19,458

0

0

1612

12,868

成果指標名（1)

成果指標名（2)

算定式・指標
の説明等

14

22年度

目標値

71.4

0

1,326 3,287

20年度予算執行率％15,130

平成21年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

庶務係
昨年度

整理番号

事務事業名

教育委員会事務局庶務課担当部課名 541

教育委員会事務局の庶務事務 465

85.0

10552 49.525105

活動指標（2）

成果指標（2）

成果指標（1） 56

実績

10

実績

15

105

計画

15

単位
18年度

実績 計画

21年度
計画

10

21,022

00

0

40,018

27,150

32,921

受益者負担分

（内）非常勤
職員分

33,175

2,309,733

0

その他の
補助金等

40,018

12,15315,909

0

18,737

959

0

791

人
件
費

20,657

0

34,64632,921総事業費⑤+⑨+⑩

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0.0

単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

0

2,305,867

国からの
補助金等

3,317,500

0

財
源

0

受益者負担比率⑬÷⑪

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

0.0

都からの
補助金等

差引：一般
財源⑪-⑰

環境目標１４項目のうち達成した項目数

活動指標名（式）

0

33,175

事業開始

連絡先
電話番号

根拠
法令
等

上位施策No・施策名 教育施策の執行体制の確保

対象

教育委員会事務局職員、区立小中学校等、杉並区立教育
機関

事
務
事
業
の
概
要

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○教育委員会事務局の円滑な運営のため、庶務事務を適正に執
行する。
○教育機関ＩＳＯ１４００１に率先して取り組み、学校等の各教育機
関の環境配慮行動を計画的に推進する。

0 0

0

34,646

※18年度、19年度の国からの補助金等欄の金額は都からの補助金等、その他の補助金等を含む

実施計画事業 行革計画事業 主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

）

成果： コスト：

（1）22年度予算見積の方向性

（2）理　由

(2)協働等の相手

説明会等の開催等を通じて、手順書の改定趣旨や内容について、各教育機関の担当者等に十分周知する必要があります。

(4)協働等の今後のあり方

ＩＳＯ１４００１については、外部審査機関による更新審査結果を踏まえて、手順書の改定作業を行いました。

各教育機関における環境マネジメントシステム手順書の改定（２１年４月）後の取り組みを検証し、ＰＤＣＡサイクルの徹底に向けて必要な指
導・助言に努めていきます。

旅費

再生紙及び事務機消耗品等の購入

（4）コストを下げる余地はあるか

事業に対する住民の意
見（事業に対する期待・
要望・苦情など)

（1）主な取組み
　
※（執）（細）は、事業費
の内訳として会計上設
定している項目

その他（ 調査・研究費ほか

（3）受益者負担の見直し余地は

今後の予測

学校等の教育機関におけるＩＳＯ１４００１の取り組みを進める中で、児童・生徒を通じて各家庭での環境配慮行動
の広がりが期待されます。

事業の性格上、受益者負担は適しません。

2
2
年
度
方
針

(1)前年度の改革案の取り組み状況（21年度予算を削減または増額している場合、関連する新規事業がある場合にはその概要も明記）

改
善
・
見
直
し
の
方
向

（
中
長
期

）

（1）協働等は実現しているか

(3)協働等の形態

（2）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

（3）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

評価と課題

管理的な経費が主であるため、大幅な増減はありません。

用紙の裏面利用の徹底により、再生紙の使用実績は減少しました。
ＩＳＯ１４００１については、適正な環境マネジメントに努めており、３年ごとに実施される更新審査において認定が更
新されました。

庶務事務は、教育委員会事務局の円滑な運営のために欠かせないものです。

各教育機関の環境配慮行動のさらなる推進を図る中で、コストの削減にも努めてい
きます。

特にありません。

左の理由または具体的内容

　 ②成果向上のための方策

消耗品等の購入については、必要最小限とするとともに「環境に配慮した物品調達ガイド」に基づくグリーン購入を
推進しています。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか

（1）施策への貢献度は大きいか

（2）事業実績

ＩＳＯ１４００１については、将来的に、区長部局と統一のシステムとすることで、経費
の削減を図れる可能性があります。

5,468

1,580

465

規模

平成2１年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

事務機保守・賃借料

ＩＳＯ１４００１推進

内　　　容

協
働
等
点
検

事
業
の
あ
り
方
点
検

事業開始当初から
現在までの変化事

業
環
境
の
変
化

教育機関ＩＳＯ１４００１については、１５年２月の認証取得以降、着実な運用を図ってきました。今後は、環境マネジ
メントシステム手順書の改定（２１年４月）を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルの徹底を図り、各教育機関での環境配慮行動
を推進していきます。

2
0
年
度
の
事
業
実
施
状
況

2,720
2,710

390

整理番号

事業費（千円）

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし

貢献度　中（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ある [その他] （具体的内容→）

その他（具体的内容→）

一部実現している ＮＰＯ・ボランティア・市民活動団体（(3)へ）

協働［その他］ 推進

増 現状維持 減増 現状維持 減


